






は, その者の生命, 身体, 自由, 財産等の権利を擁護
することを目指している (小林・大門 2000：3).
本研究は, 司法機関である家庭裁判所 (以下 ｢家裁｣
という), 福祉行政を担当する市町村, 市町村からの
事業委託や自ら成年後見人等として関わる社会福祉協
議会 (以下 ｢社協｣ という), NPO等の民間団体, 専
門職, 専門職団体及び住民 (以下これらを ｢民間｣ と
いう) の三者関係 (以下本章において ｢三者関係｣ と




本研究の枠組は, 次の通りである. まず, 研究の背
景として, 現在までの成年後見制度の形成の経緯に照
らし, 上記三者関係を明らかにする (本論文Ⅱ.及び
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また, 成年後見制度利用促進法 (2016 年施行, 以
下 ｢利用促進法｣ という) の成立及び成年後見制度利
用促進基本計画 (2017 年策定, 以下 ｢国の基本計画｣
という) の策定を受けた調査研究として, 次の 2つの
｢手引き｣ が挙げられる. ｢地域における成年後見制度
利用促進に向けた体制整備のための手引き｣ (成年後





示している (64-65). また, ｢市町村成年後見制度利
用促進基本計画策定の手引き｣ (成年後見制度の利用
促進を目的とした市町村計画策定支援のための調査研









































3 ) 障害者基本法による国, 自治体の利用促進義務の
明記








村長の成年後見等開始審判の申立義務 (9 条 2 項, 27
条 2 項), 国及び地方公共団体による制度の周知広報,
経済的負担軽減措置等の利用促進義務 (28 条) が規
定された. 2012 年, 障害者虐待防止法に同様の規定
が置かれた.
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5 ) まとめ








これに対し, 2012 年以降の市民後見推進は, 行政
の関与の範囲を全面的に拡大し, 司法, 行政, 民間の
協働を進めるものである.
2 . 市民後見推進の立法化・事業化と司法, 福祉行政
及び民間の協働
1 ) 老人福祉法等の改正
2012 年当時, 高齢化の進行に伴い ｢認知症の日常
生活自立度｣ Ⅱ以上の人数は 2010 年の 280 万人から
2025 年には 470 万人にまで増加すると推計された
(厚生労働省 (以下 ｢厚労省｣ という) 2013：10). ま
た, 高齢者単独世帯数も 2010 年の 498 万世帯が 2025








法 32 条の 2 が創設された (厚労省前掲：11-12). 同
条は, 市町村申立の円滑な実施に資するよう, 成年後
見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び
活用を図るため, 市町村に対し, 研修の実施, 後見人
等候補者の家裁への推薦その他の必要な措置をとる旨
の努力義務を定めた (第 1 項). 同年, 知的障害者福
祉法も同様の規定を設けた (同法 28 条の 2). 2013 年
精神障害者保健福祉法も改正され, 同様の規定が置か




庭局と協議の上, 2012 年 3 月 ｢市民後見人の育成及
び活用に向けた取組について｣ と題する文書を, 都道
府県・指定都市宛に発した (厚労省 2012). この文書
は, 市町村の取組体制として, 地域の後見ニーズを把




るとした. さらに, 社協, NPO等適切に業務運営が
確保できると認められる団体に委託し, 成年後見セン
ターの設置を検討する必要もあるとした.
3 ) ｢市民後見人育成・活用推進事業｣ の実施と裁判
所の対応




業｣ を実施した (厚労省 2016a). これを受けて, 裁
判所も次の通り, 福祉行政との連携に踏み込んだ姿勢















新井は, ドイツ世話法における司法, 行政, 民間の
連携について次のとおり説明する (新井 2010：6-7,
2011：544-546, 2012, 2017a：8, 2017b：58-59). 世
話法の運用上の特徴は, 世話制度が福祉行政及び民間
の世話協会により支えられ, 裁判所は両者の支援を得








けられる) の教育や監督も行う. 世話裁判所は, 自治
体の担当課及び世話協会と連携して職務を遂行してい












に, 両者と民間 (社協等の実施機関, 実施機関に協力
する専門職・専門職団体及び市民後見人) との協働を








成年後見の ｢社会化｣3) として位置づけられ, 成年後
見法制は社会福祉法制の一部として機能しているとさ
れている (上山 2015：18-24).
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図 1 世話法における司法・行政・民間の連携
出典) 新井誠 (2012) 『ドイツ成年者世話法から学ぶもの』
ChuoOnline https://yab.yomiuri.co.jp/adv/chuo/opinion/20120611.html (2019.4.8 閲覧).
図 2 市民後見人を活用した取組例のイメージ
出典) 厚労省 (2015ｂ) 『市民後見人の育成及び活用』
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/ikusei_katsuyou.pdf (2019.4.21 閲覧).
        
3 . 利用促進法及び国の基本計画における市民後見推進
Ⅰ.2.で既述の利用促進法及び国の基本計画は, 成
年後見の ｢社会化｣ の集大成である. 同法は, 基本理
念として ｢市民のなかから成年後見人等の候補者を育
成しその活用を図ることを通じて成年後見人等となる
人材を十分に確保すること｣ を掲げる (同条 2 項).




務として基本計画の策定 (第 12 条) を, また, 市町
村の努力義務として国の基本計画を踏まえた市町村計







の整備, 養成研修, 研修修了者を母体とする NPOに
よる法人後見の支援等) 及び後見人支援機能 (日常的
な相談とチームによる後見人の支援等) に含まれる
(内閣府 2017：9-15). さらに, 都道府県の役割とし
て市民後見人養成に関する広域的な支援が (内閣府前
掲：22), 法律関係者団体の役割として市民後見人に
対する指導, 助言 (内閣府前掲：24) が, 各々挙げら
れている.
このように, 市民後見推進は, 国の基本計画の中心











が約 3,000 人 (成年後見人等の候補者として全国の弁
護士会に登録されている人数. 上山 2015：60), 司法
書士が 8,385 人 (2019 年 5 月 9 日時点の成年後見セ
ンターリーガルサポート (以下 ｢リーガルサポート｣





13 条) の見地から, その運用に当たり成年被後見人
本人を中心に位置付ける必要がある. 精神上の障害の













国は, 2012 年の老人福祉法改正以降, 市町村に対
し市民後見推進の取組を促してきた. しかし, 厚労省
の全国の市町村を対象とした調査 (2018 年 10 月 1 日
時点) によると, 市民後見人の養成を実施している市
町村は全体の 24.2％, 未実施の市町村は 75.8％に上





十分でない｣ が 11.9％, ｢家裁との協議が進んでいな




最高裁判所 (以下 ｢最高裁｣ という) の統計による
と, 2018 年 1 月～12 月の間に選任された親族以外の
第三者後見人全体に占める市民後見人の割合は 1.1％
に過ぎず, 司法書士 37.7％, 弁護士 29.2％と法律専
門職が全体の 2/3 以上である (最高裁 2019a：11).
また, 市民後見人の養成者数に占める受任者数の割合





112). また, 税所 (2016a) は, 島根県の成年後見セ
ンター, 相談支援機関及び行政の担当者らに対するイ
ンタビューを実施し, その分析に基づき, 家裁が親族




起きた, とする (148, 157-159). 両者の指摘の正しさ
は, Ⅲ.で後述する成年後見制度利用促進基本計画
(以下 ｢国の基本計画｣ という) の原案を策定した成
年後見制度利用促進委員会における最高裁の担当者の
発言等から裏付けることができる.




















(大阪市について藤原 2012a, 同 b).
2 ) 現実の ｢協働｣ の問題点
ところが, 全国レベルにおいては, 次の通り, 家裁
と法律専門職団体との間で, 1) で述べた三者に求め












を選任する, と説明した (村田 2016：1, 4, 内閣府
2016c, 同 d：4-5).
また, リーガルサポートの委員は, ①家裁の司法的
役割 (選任・解任等) への特化, ②日常的な後見監督
業務の行政等への移行を提案し, ③後見監督業務につ
いて家裁から独立した組織が担当することもありうる
とした (内閣府 2016b：17, 19-20, 同 c：5). さらに,













 ｢社会化｣ ｢協働｣ の問題点
, のような ｢社会化｣ ｢協働｣ は, 裁判所のニー
ズによる ｢士業専門職化｣ を進めるものであり, 1)
で示したあるべき協働の方向性とは異なる.
の家裁による法律専門職の選任に対しては, 子育











もあると指摘されている｣ としている (内閣府 2017：




社会福祉士は ｢月 1回以上｣ が全体の 60％, ｢年 1～2
回｣ ｢ほぼ面会に来ない｣ の合計が 14％であるのに対
し, 司法書士は前者が 24％, 後者が 43％ (昴 2017：
39), 弁護士は前者が 4％, 後者が 77％であった (同：
38). ｢福祉的な視点｣ による司法と民間の協働として,
社会福祉士や精神保健福祉士の後見人選任が考えられ
る. しかし, 2018 年に選任された第三者後見人全体
に占める社会福祉士の割合は 17.3％, 精神保健福祉
士は 0.1％にとどまり (最高裁 2019a：11), 両者の合
計は, 司法書士の 37.2％の 1/2 にも満たない.
最高裁は, 2019 年 5 月, 親族等を選任することが
相当でない事情のない場合親族後見人等を選任する方
針を公表した (最高裁 2019b). しかし, それだけで
は, 認知症高齢者, 単身高齢世帯の増加に対応するこ
とは困難である.





いるとの批判がある (長崎 2016：49, 57). 家裁が親
族後見人への適切な助言や支援のないまま ｢不正｣ の
リスクがあると評価することは, 家裁と民間 (監督と





























市町村利用促進計画の策定の ｢場｣ で, 民間と行政,
さらに司法が対等の立場で進めることが重要である.
すなわち, 市町村利用促進計画策定の ｢場｣ において,
司法, 市町村福祉行政及び民間の代表が緊張関係の下


































愛知県尾張東部圏域の 6市町 (瀬戸市, 尾張旭市,
豊明市, 日進市, 長久手市, 東郷町. 以下 ｢6 市町｣
という) は, 2011 年度に NPO法人尾張東部成年後見
センター (以下 ｢尾張東部成年後見センター｣ 又は





また, センターは, 2015 年 11 月から市民後見人養
成研修を実施している. 2016 年 8 月に 19 名が市民後
見人バンクに登録し, 2017 年 1 月から 2019 年 5 月ま
でに 11 名の市民後見人が選任されている (瀬戸市ほ
か 2019：41).
6 市町は, センターを事務局として, 尾張東部圏域
成年後見制度利用促進計画に取り組み, 2019 年 3 月














委員会｣ という) の第 1回～第 6回の会議の参与観察




参与観察は, 2018 年 5 月 23 日 (日進市中央福祉セ
ンター), 同年 7 月 18 日, 9 月 19 日, 11 月 17 日,




策定委員会は, 6 市町の担当課長, 弁護士会, リー
ガルサポート, 社会福祉士会ら専門職団体, 社協, 地
域包括支援センターらの代表により構成された. 名古
屋家裁の書記官は, オブザーバーとして参加した. 委












察). この分析結果から, 後見人支援機能, 家裁との
情報交換等について, センターの弱さが明らかとなっ




















結果の分析に基づく ｢協議｣ により策定された. また,
これらを踏まえ, ｢協議｣ と並行して, 家裁との懇談
会が実施された.
その結果, 策定委員会では, 家裁の負担軽減の要請
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やこれに呼応した専門職の職域拡大の要求は出なかっ











て, 受任している回答者 9名のうち 7名が ｢十分にさ
れている｣, 2 名が ｢バックアップされていると感じ















なされた. また, 尾張東部成年後見センターが, これ
らの方法に基づき, 策定委員会及びワーキングチーム
の運営全般を担当し, 家裁のオブザーバー参加の下,
6 市町と各団体との協議の場を設定した. そして, 民
間, 行政, 司法が対等な関係で協議を行った結果, 次
















































































1 ) ｢協働｣ とは, 同じ目的のために, 対等の立場で協力














2 ) 原文は ｢社会福祉士｣ であるが, ｢社会福祉士｣ は日
本におけるソーシャルワーカーの資格の名称であるため,
筆者の責任において ｢ソーシャルワーカー｣ と記載する.
3 ) 上山 (2015) は, 成年後見の ｢社会化｣ とは, ｢社会
福祉のインフラ整備の一環として, 国や地方自治体が成
年後見制度の利用可能性を広く市民一般に保障する責務
を負うことになったこと｣ と定義する (12). 成年後見
の ｢社会化｣ は, 法学研究者の提唱する概念であり (新
井 2014, 岩志 2014) 日本成年後見法学会第 1 回学術大
会の統一テーマである (日本成年後見法学会ホームペー
ジ: http://jaga.gr.jp/katudou/, 2019.5.6 閲覧). 司
法と福祉行政及び民間との協働は, 成年後見の ｢社会化｣
に不可欠の要素として位置づけられる.
4 ) ｢認知症施策推進総合戦略｣ (新オレンジプラン) によ
ると, 我が国における認知症の人の数は 2012 (平成 24)
年で約 462 万人であるが, 2025 (平成 37) 年には約 700
万人前後になるとされる (厚生労働省 2015a：1). また,
国立社会保障・人口問題研究所の調査によると, 65 歳
以上の独居率は, 2015 年から 2040 年までに, 男性で
は 14.0％から 20.8％に, 女性では 21.8％から 24.5％へ
と上昇が見込まれる (国立社会保障・人口問題研究所
2018：10).












6 ) 原文では〈士業専門職化〉であるが, 本論文では筆者
の責任において一般的な表記に倣い ｢士業専門職化｣ と
した.











8 ) このような実践の一例として ｢大阪市成年後見支援セ





関 2012：149). このような活動は, パンフレットへの
掲載やシンポジウムでの発言により広報されている (大
沢 2019：45).
9 ) このような実践の一例として ｢NPO法人成年後見セ
ンターわけ｣ が挙げられる. 市民後見人 3名, 専門職 3
名, 地元支援者 3名が理事となり, 法人後見受任, 市民
後見人のフォローアップ研修と相談対応, 成年後見制度
の普及啓発に取り組んでいる (竹内 2013：51-52, NPO
法人成年後見センターわけ 2018).
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